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謹謹賀賀新新年年   
北九州市の芸術文化の振興に向けて 
北九州市芸術文化振興財団 理事長 髙野利昭 

特に、「育つ」の部分では、劇場、ホールから学校

や市民センターに出かけ、アーティストが直に子ども

たちや地域の方に芸術の素晴らしさを伝えるアウト

リーチ事業に力を入れています。 

●財団の沿革 

北九州市芸術文化振興財団は、昭和５１年に発足し

た北九州市教育文化事業団を前身とし、体育施設や公

民館、文化施設等の管理を主な業務としていました。

その後「北九州芸術劇場」の建設に伴い、当財団が完

成後の管理・運営を担う方針が打ち出されたため、施

設管理中心から芸術文化振興事業の実施主体へと脱

皮することとなり、平成１３年４月に大幅な事業内容

の変更と名称の変更を行いました。 

音楽では、子どもたちは音楽教室で間近に見る生の

演奏に目を輝かし、知らずに感動に引き込まれます。

アーティストの努力を知り、また人に感動を与えるこ

との喜びを知ります。演劇では、ワークショップを行

う中で、想像力や言葉や体での表現力、コミュニケー

ション力が子どもたちの能動的な体験を通して培わ

れていきます。 

現在は、北九州芸術劇場、響ホール、大手町練習場

の指定管理者となり、各施設を拠点として様々な文化

振興事業を実施しています。このほか、ジュニアオー

ケストラ、北九州市少年少女合唱団の育成や合唱組曲

「北九州」の普及事業などの文化事業を市から受託し

ています。その他にも埋蔵文化財の発掘調査や「ひろ

ば北九州」の出版事業なども行っています。 

このような地域とアーティストを結ぶ事業は、アー

ティストへの活動の場の提供であり、育成の場として

の意味も持っています。 

●これからの課題 

指定管理者の継続、北九州市外郭団体としての経営

改革への取り組み、新公益法人制度への対応等、これ

からの財団を取り巻く環境はますます厳しいものが

あります。財団の役割や存在意義が問われるとともに、

より効率的な運営や組織力の強化が求められていま

す。今後、これら時代の要請に対応した改革を行い、

一層の成果を出していくことで存在価値をアピール

していきたいと考えています。 

●財団の役割 

都市間競争が言われる現代において、都市の文化度

はその魅力を量る大きな要素の一つとされています。 

当財団は、響ホールや北九州芸術劇場の管理・運営

を担う中で、積極的に芸術文化事業を展開し、市の内

外にその存在をアピールしており、従来の灰色の都市

イメージからの脱却にも大きく貢献していると自負

しています。北九州芸術劇場は首都圏の舞台芸術関係

者の間で抜群の知名度です。響ホールも海外も含めた

多くの一流演奏家から音響やピアノの良さが賞賛さ

れ、国内屈指の音楽専用ホールとの評価を受けていま

す。これらは施設のミッションを実現しようというス

タッフの努力の積み重ねで得られたものです。 

この様な状況下で都市政策研究所には、都市政策上

の見地から当財団の成果の検証を行っていただくこ

とを是非お願いしたいと思います。 
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１. 北九州市の芸術文化の振興に向けて   (P.1)

２. リサイクルビジネスとコミュニティ (P.2～3)

３．｢北九州市ルネッサンス構想の評価｣について 

                     (P.4) 

●地域とアーティストを結ぶアウトリーチ事業 

当財団は、芸術文化振興事業を「観る・聴く」、「育

つ」、「創る」の三つのコンセプトで実施しています。 
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リリササイイククルルビビジジネネススととココミミュュニニテティィ  

都市政策研究所 准教授 松永裕己 

 

エコタウン立地企業の倒産 

2007 年 9 月、北九州エコタウンに立地する（株）

ベストン北九州が倒産した。親会社であるベスト

ン（東京）の破産を受けたものだった。2003 年

にエコタウンに進出したベストン北九州は、プリ

ンターなどのトナーカートリッジの再生事業を

展開していた。リサイクルビジネスがほとんどを

占めるエコタウンにあって、初の本格的リユース

事業として注目を集めていた。エコタウン立地企

業の倒産や操業停止は、おからリサイクル事業

（2005 年から操業休止）についで２件目という

ことになる。事業破綻の要因としては、原料（廃

棄物）の不足、リサイクル製品の需要の伸び悩み、

競争の激化などが挙げられているが、こうした事

態に直面しているのは２社だけではない。多くの

リサイクルビジネスは同じような課題を抱えて

いるのであり、ひいてはエコタウン事業そのもの

が同様の課題を抱えているのである。 

1997 年からスタートしたエコタウンは現在で

は全国 26 地域で展開されている。しかし、2006

年１月の愛媛エコタウン承認を最後に地域追加

はなされておらず、企業誘致の大きな手段だった

国のエコタウン助成金もすでに廃止されている。

エコタウン事業やある種のリサイクルビジネス

は大きな転換点を迎えているのである。 

 

リサイクルビジネスの躓きの石と新たな取り組み 

一般にリサイクルビジネスにとっては、入口の

問題と出口の問題がつきまとうことが指摘され

ている。入口問題とは廃棄物の質と量の安定的な

確保の困難さを、出口問題とは再生品の需要拡大

の難しさを示している。この２つは常にリサイク

ルビジネスの躓きの石として横たわっており、先

の操業停止にも関連していた。それに対しては企

業ごとにさまざまな取り組みがなされてきたが、

最近では NPO や学校などとの協働によってこれ

らの課題をクリアしようという動きが出始めて

おり、ビジネスと地域をつなぐ手法としても注目

されている。 

北九州エコタウンでスチール缶・アルミ缶のリ

サイクルを行っている（株）北九州空き缶リサイ

クルステーション（KARS）では学校や市民団体へ

の「四円（しえん）企画」や「募缶活動」を展開

してきた。 

KARS の取り組みの特徴のひとつは、スチール

缶とアルミ缶の混合回収をしている点にある。こ

れまで、小学校などでの回収では売値が高いアル

ミ缶のみが対象とされることが多かった。回収業

者が売値の低いスチール缶の回収や分別の手間

のかかる混合回収を避けたことが背景にある。

KARS ではスチール缶とアルミ缶の混合物に対し

ても４円／kgで買い取ることによって（「四円（し

えん）企画」）、スチール缶の積極的な回収にも力

を入れている。 

一方、空き缶の買い取り代金（もしくはその一

部）を基金として積み立て、それを環境教材の提

供などのかたちで還元するというしくみも構築

している（「募缶活動」）。「募缶活動」は空き缶買

い取りの代金を直接小学校などに支払うのでは

なく基金として積み立て、ある程度まとまった資

金をつくることによってさまざまな環境活動を

支援しようというものである。2007年７月には、

この基金の管理・活用を目的として NPO 法人「空

き缶基金」を設立し、より広範な活動が目指され

ている。 

空き缶のリサイクルビジネスそのものは特に目

新しいものではなく、古くから行われてきた。ま

た、小学校などでの空き缶回収も古紙回収などと

並んで積極的に展開されてきた環境活動のひとつ

である。これに対し、KARS の取り組みの特徴は、

基金創設や NPO 法人設立といった手段を用いるこ

とによって個別の学校や団体という枠を越えた地
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域社会との連携を構築しようという点にある。こ

れは、回収団体に環境活動や地域貢献といった動

機づけをより強く付与すると同時に、KARS のより

安定的な原料の確保につながっている。 

NPO法人などを活用してリサイクルビジネスと

地域をつなぎ、原料の確保や市場の拡大につなげ

ようという試みは他にも見られる。北九州エコタ

ウンで実証研究が行われているバイオエタノー

ル製造に関しては、原料となる生ごみの収集を

NPO 法人が担っている。同様に生ごみからバイオ

マスプラスチックの製造を目指す九州工業大学

の研究室では、NPO 法人を設立しその活動を通じ

てバイオマスプラスチックの市場拡大を目指し

ている。 

リサイクルビジネスの躓きの石を乗り越える

ために、市民活動領域とのつながりを強化すると

いう手法が広がりつつあると言えるだろう。 

 

リサイクルビジネスと消費者の距離を埋める 

日本経済新聞社は毎年「環境経営度調査」を行

い、環境経営に熱心な企業を発表している。その

トップを占めているのは自動車や電機などの消

費財メーカーである。環境への取り組みが消費者

へのアピールにとって重要な手段となりつつあ

り、消費者との距離の近さと環境行動の活発さに

は正の相関関係が生じている。 

これに対し、リサイクル産業とは基本的に素材

産業であり、したがって消費者との距離は大きく 

なりがちである。消費者に届くリサイクル製品に

「○○リサイクル株式会社」というロゴが入るこ

とはなく、最終消費財を製造している家電メーカ

ーや自動車メーカーのような「なじみ深さ」を

我々にもたらすことはあまりない。その点でリサ

イクル産業は北九州の「伝統」を引き継いでいる

のかもしれない。そして、このことが「環境首都」

を目指す北九州市にとって大きな課題をもたら

しているように思われる。より具体的に言えば、

リサイクルビジネスの振興に全国で最も成功し

たと評価されていることと比較すると、それに対

する市民の認知度やさまざまな環境活動の活発

さはまだ不十分なのではないかと思われるので

ある。もちろん市民活動領域は確実に広がりを見

せている。しかし、その一方で、特定の大企業や

行政への依存体質を指摘する声も依然として強

い。 

上に見たリサイクル企業による NPO の活用や

地域との協働は、そうした課題に対するひとつの

処方箋を提示している。それはリサイクル企業に

とっての原料不足対策という意味を越えて、これ

まで距離が大きかった素材産業と消費者（市民）

の間をつなぐ手段として、あるいは産業づくりと

地域づくりをつなぐ手段として機能しうる可能

性を持っている。リサイクルビジネスとコミュニ

ティの新たな関係が生まれようとしているのか

もしれない。

 

 

出所）北九州空き缶リサイクルステーション資料 

図 空き缶基金のしくみ 
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研研究究活活動動紹紹介介    

●「北九州市ルネッサンス構想の評価」について 

現在、都市政策研究所では、「北九州市ルネッサンス構

想の評価に関する調査・研究」に取組んでいます。 

1988 年度に策定された「北九州市ルネッサンス構想」

は、地方自治法上の「計画的な行政の運営を行うための

基本構想」にとどまらず、本市の抱える困難な課題に対

しながら都市の再生を図ろうとする明確な意図をもつ構

想でした。「モノづくり」を基調とする将来像「水辺と緑

の“国際テクノロジー都市”へ」を基調テーマに、産業

構造の転換、地理的優位性の活用、都市構造の転換、に

ぎわいの回復、社会構造への対応といったねらいが前面

に打ち出されました。 

以降、総合的計画体系（基本構想 - 基本計画 - 実施

計画）を備えた行政のマスタープランとしての役割を担

ってきましたが、目標年次を迎え、新たな総合計画の策

定が始まっています。これからの都市政策の課題を明ら

かにしていく上で、これまでの 20 年間の市政の総括が求

められています。 

都市政策研究所が中心となって、18 名の研究者の協力

によって調査･研究を進めてきました。社会・経済条件の

変化や北九州市の特性を踏まえながら、次のような視点

から評価を測ってきました。 

①従前の問題や課題に対する改善効果（こんな問題が解

決された、こんなことが強化・充実された） 

②ルネッサンス構想策定時以降に生じた、あるいは生じ

る懸念があった問題の回避効果（こんな問題の悪化を

抑えられた、こんな問題・事態が避けられた） 

③これからのまちづくりへの効果（こんな取組みが進め

やすくなった、こんな展開が期待できるようになった） 

本調査･研究は終盤に近づいていますが、政策評価は今後も当研究

所の主要テーマと考えています。できるだけ多くの方々の参画や意

見・提案の集約ができるような、態勢づくりが必要と考えています。 
（文責：伊藤解子）  

事事業業日日誌誌（2007.10～12） 

■研究会等 

・産業経済プロジェクト 第４回：10/1、第５回：12/14

・関門地域共同研究専門委員等意見交換会：11/16 

・地域づくり研究会 

第６回：10/6、第７回：11/17、第９回：12/9 

・観光と景観研究会：11/22 

■講演 

・「まちづくりの移り変わりと私たちの暮らし」年長

者研修大学校周望学舎：11/26 

・「副都心黒崎地区の今後のまちづくりにおける中心

市街地活性化基本計画の重要性」副都心黒崎開発推

進会議再生委員会：12/5 

・「市町村合併について」宇美町：12/5、志免町: 12/8、

粕屋町：12/9 

・「大都市制度について」福北都市問題研究会: 12/26

■シンポジウム･セミナー等 

・宗像市市民意見交換会「“協働”について語ろう！」

コメンテーター：12/6 

■出張･視察・訪問 

・仁川発展研究院との共同研究発表会（韓国）：10/10

～12 

・韓日産業技術財団（ソウル･韓国）：10/12 

・ソウル市中心市街地調査、ソウル市政開発研究院

都市デザイン研究室及びデジタル都市研究室ヒア

リング（韓国）：11/8～11 

・香港・廊街における屋台の利用実態調査：11/30～

12/5  

・長府製作所、THK 視察：12/04 

・大分大学地域共同研究センター、財団法人大分県産

業創造機構訪問：12/18 

 

都市政策研究所資料室・新着図書 

日本型まちづくりへの転換 土木と景観 

創造都市への展望 男女共同参画白書 平成 19 年版 

環境循環型社会白書 平成 19年版 平成 17 年 工業統計表 市町村編 

地域経済総覧 2008 鉄の絆 ウジミナスにかけた青春 

公正取引委員会年次報告 独占禁
止白書 平成 19 年版 

大学等における科学技術・学術活動
実態調査報告書（大学実態調査 2007） 響ホール 
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